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本ビジョンの策定に当たり、京都府営水道事業経営審議会の下に、９名の有識者によ6 

る「新・京都府営水道ビジョン検討部会」を設置し、計７回にわたって熱心な御議論を7 

いただき、それぞれの御専門の見地から貴重な御意見をいただきました。 8 
 9 

 10 

 氏 名 役 職 

部会長 西垣 泰幸 龍谷大学経済学部教授（経営審議会副会長） 

委員 池淵 周一 京都大学名誉教授 

委員 越後 信哉 京都大学大学院地球環境学堂教授 

委員 笠原 伸介 大阪工業大学工学部教授 

委員 小林 千春 同志社大学経済学部教授 

委員 佐藤 陽子 公認会計士 

委員 田野 照子 八幡市女性会会長 

委員 平山 修久 名古屋大学減災連携研究センター准教授 

委員 山田  淳 立命館大学名誉教授（経営審議会会長） 
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年度 回 次期 議題等 

令和 
２年度 第１回 3／19 

・部会長の選任について 
・本ビジョンの構成について 

令和 
３年度 

第２回 10／20 ・本ビジョンの構成について 

第３回 3／23 ・本ビジョン検討案（第１章～第３章）について 

令和 

４年度 

第４回 5／19 ・本ビジョン検討案（第４章～第５章）について 

第５回 7／14 ・本ビジョン検討案（第１章～第５章）について 

第６回 9／6 ・本ビジョン中間案について 

第７回 10／12 ・本ビジョン中間案について 

部 会 委 員 

部会の開催経過 

ビジョンの策定に当たって 第１章‐４ 関連 本編 P6 
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本ビジョンの基本理念である「受水市町と共に、安心・安全な水を安定的に供給し続2 

けられる水道事業を構築」の実現に向け、府営水道と受水市町が抱える課題をエリア全3 

体の課題として捉え、その方策を検討し、記載する必要があるため、受水市町と密接に4 

意見交換や情報共有を行い、連携の下、策定作業を進めました。 5 
 6 

・受水市町管理者会議等合同会議の開催（１０回） 7 

・受水市町ヒアリング（１回） 8 

・ビジョン検討に関する情報を適宜提供 9 

 10 

 11 

 12 

 令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日まで「京都府民意見提出手続きに係る意見13 

募集」を行い、〇〇名の方から、〇〇件の意見を頂戴しました。 14 

 頂いた意見について、府の考え方を示すとともに、本ビジョンへ反映しました。 15 

  16 

主な意見交換・情報共有 
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（１）府営水道の過去の事故事例 第３章‐１ 関連 本編 P10～P14 
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液 状 化 マ ッ プ 4 

－ 府営水道管路に最も影響の大きい生駒断層地震によるもの  － 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

  11 

（２）液状化マップ 及び 管種の耐震適合性 第３章‐１ 関連 本編 P10～P14 

凡例

液状化危険度：小

液状化危険度：中

液状化危険度：大



 

- 115 - 

 

 1 

管種・継手ごとの耐震適合性 2 

－ 水道施設耐震工法指針・解説 2022 より－ 3 

 4 
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（１）宇治川・木津川・桂川浸水想定区域図 第３章‐３ 関連 本編 P20～P22 
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（２）広域水運用 ～主な実績～ 第３章‐３ 関連 本編 P20～P22 
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府営水道では、本ビジョンの第３章で示した各取組を通して、管理の一体化や施設の共同化な4 

ど、実現可能な取組から広域化・広域連携を推進するとともに、並行して経営の一体化も含めた経5 

営形態のあり方について検討を進めることとしています。 6 

受水市町の参画については、管理の一体化や施設の共同化から経営の一体化まで様々な方法があ7 

ると考えており、地域の実情に応じた最適な参画方法を選択できるよう、複数の選択肢を示しなが8 

ら検討を進めていくこととしています。 9 

 ここでは、その一例として、経営の一体化を行った場合に想定される選択肢を示します。 10 

 11 

 12 

受水市町は最適な参画方法を選択することができる。 13 

 14 

市町の選択肢 浄水管理 配水管理 資産の保有と管理 
広域化・広域連携の

形態 

例１ 配水まで統合 企業団 企業団 全て企業団が保有管理 経営の一体化 

例２ 浄水のみ統合 企業団 市町 浄水場のみ企業団が保有管理 施設の共同化 

例３ 浄水管理を一体化 企業団 市町 保有は市町、浄水場の管理は企業団 管理の一体化 

例４ 現行どおり 市町 市町 全て市町が保有管理 － 

 15 

  16 

   広域化・広域連携への参画例 第４章‐４ 関連 

※企業団とは、地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合（地方公共団体の組合）のことをいいます。

企業団は、企業長を長とする執行機関の他、企業団の議会や監査委員を設置し、その運営を行います。（地方自治法第 284

条、地方公営企業法第 39条の 2） 

本編 P55～P56 

【経営の一体化を選択した場合の例】 


